
〇由布市定住促進宅地の無償譲渡に関する条例 

令和７年６月３０日 

条例第２４号 

（目的） 

第１条 この条例は、定住人口の増加を図るため、市が造成した宅地（以下「定住

宅地」という。）を若者等に無償譲渡することにより、活力あふれるまちづくり

に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において「住宅」とは、簡易な仕様又は構造のものを除く専用住

宅（生活するために必要な居住部分として玄関、台所、トイレ、浴室及び居室を

有し、延べ面積５０平方メートル以上の建築物）とする。ただし、市長が必要と

認める場合は、居住部分の延べ面積未満の事務所等（これらの用途に供する部分

の延べ面積の合計が５０平方メートルを超えるものを除く。）と併用することが

できる。 

（定住宅地の位置及び名称） 

第３条 定住宅地の位置及び名称は、規則で定める。 

（譲渡の対象者） 

第４条 定住宅地の譲渡の対象者は、市に定住を希望し、かつ、定住宅地に自己の

住宅を建築しようとする者で、次の要件を全て満たすものとする。なお、定住宅

地の譲渡は、１世帯につき１区画とする。 

（１） 第６条の規定による仮譲渡の申請時において、次のいずれにも該当する

ものであること。 

ア 申請者本人又はその配偶者が満４０歳未満の者又は１５歳未満の同居親族

（１５歳に達する日以降の最初の３月３１日までにある者を含む。）を有す

る者 

イ 申請者本人又はその配偶者が市外に居住している者（直前６月以内に本市

に居住していた者を除く。）で、定住宅地に自己の住宅を建築し、住民登録

をして定住しようとする者 

（２） 定住宅地に１０年以上居住する意思のある者 

（３） 税を完納していること。 

（４） 居住しようとする者及び現に同居し、又は同居しようとする者が暴力団

員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第

６号に規定する暴力団員でないこと。 

（５） その他市長が対象者として適当と認める者であること。 

（用途指定） 

第５条 定住宅地の用途は、前条に規定する自己の住宅の用に供するものに限る。 

２ 前項の用途の指定期間は、次に掲げるとおりとする。ただし、市長が特別な事



情があると認めるときは、この限りでない。 

（１） 仮譲渡を開始してから１年以内 

（２） 譲渡してから１０年 

（仮譲渡の申請） 

第６条 定住宅地の仮譲渡を受けようとする者（以下「仮譲渡申請者」という。）

は、規則で定める仮譲渡申請書を市長に提出しなければならない。 

（仮譲渡の決定及び契約） 

第７条 市長は、前条の仮譲渡申請書を受理したときは、これを審査し、定住宅地

の仮譲渡の可否を決定するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により仮譲渡の可否を決定したときは、速やかにその内容

を前条の仮譲渡申請者に対して通知するものとする。 

３ 前項の規定により仮譲渡の決定の通知を受けた者（以下「借受人」という。）

は、決定の通知日から１月以内に規則で定めるところにより仮譲渡契約を締結し

なければならない。 

（仮譲渡に要する費用） 

第８条 定住宅地の仮譲渡に要する費用は、借受人の負担とする。 

（仮譲渡契約期間） 

第９条 定住宅地の仮譲渡契約期間は、仮譲渡契約の日から１年とし、借受人は、

仮譲渡契約期間内に自己の住宅の建築に着手しなければならない。 

（譲渡の申請） 

第１０条 借受人は、仮譲渡契約期間満了日までに規則で定める譲渡申請書を市長

に提出しなければならない。 

２ 譲渡の申請ができる者（以下「譲渡申請者」という。）は、当該借受人とす

る。ただし、定住宅地の譲渡後、借受人の配偶者又は１親等以内の親族と共有を

希望する場合は、連名での申請ができるものとする。 

（譲渡の決定及び契約） 

第１１条 市長は、前条の譲渡申請書を受理したときは、これを審査し、譲渡の可

否を決定するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により譲渡の可否を決定したときは、速やかにその内容を

前条の譲渡申請者に対して通知するものとする。 

３ 定住宅地の譲渡の決定の通知を受けた者（以下「譲受人」という。）は、決定

の通知日から１月以内に規則で定めるところにより、譲渡契約を締結しなければ

ならない。 

（譲渡価格） 

第１２条 定住宅地の譲渡価格は、無償とする。 

（居住） 

第１３条 譲受人は、譲渡契約の日から１年以内に自己の住宅を完成させ、住宅の



完成後は速やかに譲受人及び同居する者は、住民登録をして居住しなければなら

ない。ただし、市長が特別な事情があると認めるときは、この限りでない。 

（所有権移転登記） 

第１４条 譲受人は、第１１条第３項の規定による譲渡契約を締結した後、速やか

に所有権移転登記を行うものとする。 

２ 前項の規定に係る費用、公租公課等は、譲受人の負担とする。 

３ 第１６条第２項の規定により返還を命じた場合の所有権移転に関する費用、 

公租公課等は、譲受人の負担とする。 

（禁止事項） 

第１５条 借受人又は譲受人は、次に掲げる行為をしてはならない。 

（１） 市長の許可なく仮譲渡又は譲渡を受けた土地の権利を第三者に転貸又は

譲渡すること。 

（２） 市長の許可なく仮譲渡又は譲渡を受けた土地を第５条に規程する用途以

外の用途に使用すること。 

（３） その他社会通念上、第三者に著しく迷惑を及ぼすと認められる行為をす

ること。 

（契約の解除） 

第１６条 市長は、借受人又は譲受人に第４条第４号に違反する行為があったと認

めるときは、仮譲渡契約又は譲渡契約を取り消し、土地の原状回復及び返還を命

ずることができる。ただし、市長が残置を認める場合は、その指定物に限り残置

することができる。この場合において、借受人又は譲受人に損害が生じることが

あっても、市はその責めを負わない。 

２ 市長は、借受人に第９条に違反する行為又は前条各号のいずれかに該当する行

為があったと認めるときは、催告の手続を要しないで仮譲渡契約を解除し、土地

の原状回復及び返還を命ずることができる。ただし、市長が残置を認める場合

は、その指定物に限り残置することができる。この場合において、借受人に損害

が生じることがあっても、市はその責めを負わない。 

３ 市長は、第１４条第１項の規定による所有権移転をした後に、第１３条に違反

する行為若しくは前条各号のいずれかに該当する行為があったと認めるとき、又

は譲受人が資格を偽る等不正な行為により当該宅地を取得したと認められるとき

は、譲渡契約を取り消し、土地の原状回復及び返還を命ずることができる。ただ

し、市長が残置を認める場合は、その指定物に限り残置することができる。この

場合において、譲受人に損害が生じることがあっても、市はその責めを負わな

い。 

（違約金） 

第１７条 市長は、借受人又は譲受人の一方的な都合又は前条各項により仮譲渡契

約若しくは譲渡契約を解除したときは、規則で定めるところにより違約金を徴収



するものとする。 

２ 市長は、不測の事態その他やむを得ない事由が生じたと認める場合に限り、違

約金を免除することができる。 

（特例） 

第１８条 この条例による住宅の譲渡については、由布市有財産条例（平成１７年

条例第７１号）及び由布市財産規則（平成１７年規則第５３号）の規定を適用し

ない。 

（委任） 

第１９条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、規則で定める日から施行する。ただし、次項の規定は公布の日か

ら施行する。 

（準備行為） 

２ この条例による譲渡等に係る必要な手続については、この条例の施行の日前に

おいても行うことができる。 


